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１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 無 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 
 
 

 
 

： 有 

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 無 
 
２．平成18 年 12 月期第１四半期財務・業績の概況（平成18 年１月１日～平成18 年 3 月 31 日） 
 
(1) 経営成績（連結）の進捗状況 

 売 上 高 営業損失（△） 
又は営業利益 

経常損失（△） 
又は経常利益 

四半期純損失（△） 
又は当期純利益 

  百万円        ％ 百万円      ％ 百万円      ％ 百万円       ％ 

18 年12月期第 1四半期  40,493    △8.7  △ 306     －  △ 384     －  △ 499     －  
17 年12月期第 1四半期  44,357      2.6     206  97.7    190  456.1  △ 359    －  
(参考) 17 年 12 月期 203,155           6,283         6,027         2,068         
 （補足）※印の数値の減少は前連結会計年度の下期において会計処理の変更を実施したことによるものであり、 
前第 1四半期において当第 1四半期と同等の処理を適用した場合は売上高が 3,247 百万円少なく計上さ
れ、対前年同四半期増減率は △1.5％となります。なお、詳細については5ページに記載しております。 

 

 
１株当たり四半期 
 純 損 失 （ △ ） 
又は当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭 

18 年12月期第 1四半期 △ 5,564   07    －  
17 年12月期第 1四半期 △ 4,003   22   －   
(参考) 17 年 12 月期 22,296   04   －   
  
(注) 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 
 

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第１四半期におけるわが国経済は、好調な企業収益に支えられ、雇用・所得環境が改善し、個人

消費も堅調に推移するなど、着実な景気回復の兆しが見られました。一方、当エリアにおける清涼飲

料業界全体の販売数量は微減で推移するとともに、激しいシェア獲得競争による販売促進の各種プロ

モーションや販売価格の低下により、依然として収益を圧迫する厳しい環境が続いております。 
  こうした状況下、当社グループは、コカ･コーラシステムとしての平成18 年～平成20 年中長期成長

戦略である「ＪＭＦＧ(ジャパン・マニフェスト・フォー・グロース)」の策定に参画し、これまでの

中期経営計画を「ＪＭＦＧ」を踏まえた中期事業戦略へと発展させ、「地域社会に貢献し、カスタマー

の視点に立った質の高いサービスを提供できるセールスカンパニーへの変革」を目指し、更なる営業

力強化のための構造改革や重点諸施策にグループ一丸となって取り組んでおります。 

販売面においては、主要ブランド「爽健美茶」と「一（はじめ）」をリニューアルし、新パッケージ

「フィットボトル」を導入するなど、市場を牽引している無糖茶カテゴリーを中心に積極的な営業活

動を展開いたしましたが、昨年秋に新キャンペーン及びリニューアルを行った主要ブランド「ジョー

ジア」や「煌」「ファンタ」等の伸び悩みが影響し、エリア内の販売数量は減少しております。 

  その結果、当第１四半期の業績につきましては、売上高は 404 億 93 百万円（前年同期比 8.7%減）

となりますが、前連結会計年度の下期において会計処理の変更を実施した影響が大きく、前第 1 四半

期に同等処理を適用した場合、売上高は実質前年同期比 1.5％の減となります。 

（内容）当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

※ 
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また、競合他社との販売競争の激化に伴う販売促進費等の増加もあり、営業損失３億６百万円（前

年同期は２億６百万円の営業利益）、経常損失３億 84 百万円（前年同期は１億 90 百万円の経常利益）

となり、四半期純損失は４億99 百万円（前年同期は３億59 百万円の四半期純損失）となりました。 

 

(2) 財政状態（連結）の変動状況 

 総 資 産 株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり 
株 主 資 本      

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

18 年12月期第 1四半期 106,115 86,987 82.0 969,232   81 
17 年12月期第 1四半期 110,371 86,236 78.1 960,433   54 
(参考) 17 年 12 月期 106,959 88,249 82.5 982,481   72 
 
【連結キャッシュ・フローの状況】 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
四半期末(期末)残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

18 年12月期第 1四半期       2,815 △  3,400         186  3,911 
17 年12月期第 1四半期 228 △   4,756 3,176  5,238 
(参考) 17 年 12 月期    10,044 △ 12,630       306  4,310 

 
［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 

当第 1 四半期の総資産は、前連結会計年度末に比べ、主として流動資産が受取手形及び売掛金、た

な卸資産などの減少により 28 億 29 百万円減少し、固定資産が販売機器や前払年金費用などの増加に

より 19 億 85 百万円増加したことにより、８億 44 百万円の減少となりました。 

また、負債は主としてコマーシャル・ペーパーや仕入債務の増加により４億17 百万円増加し、株主

資本は 12 億 61 百万円の減少となりました。 
 
（連結キャッシュ・フローの状況） 

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、主として税金等調整前四半期純損失△７億64

百万円に対し、減価償却費や前払年金費用の増加、売上債権の減少があったこと等により、28 億 15

百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、主として販売機器などの固定資産の取得による支出があ

ったこと等により、△34 億円となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、主として運転資金の借入によるコマーシャル・ペーパー

の純増額に対し、配当金の支払があったこと等により、１億86 百万円となりました。 

これらの結果、当第１四半期の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ3 億 99

百万円減少し 39 億 11 百万円となりました。 
 
 
3．平成 18 年 12 月期の連結業績予想（平成 18 年１月１日 ～ 平成 18 年 12 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 円    銭 

通          期 210,400 6,600 2,900 32,310   17 
 
［業績予想に関する定性的情報等］  
平成 18 年 12 月期通期の業績予想につきましては、前回（平成 18 年２月14 日付）公表いたしました
予想に変更はありません。 
 
※ 上記業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいておりますが、実際の業
績は、様々な要因により予想数値とは異なる可能性があります。 
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［添付資料］
１.（要約）四半期連結貸借対照表

 (単位：百万円未満切捨)

構成比 構成比 増減率 構成比

％ ％ ％ ％

Ⅰ．流    動    資    産

1. 3,916 5,248 △ 1,332 4,315

2. 11,652 11,239 412 13,904

3. 5,933 5,909 24 6,697

4. 908 401 507 791

5. 3,968 5,769 △ 1,801 4,252

6. 2,467 3,364 △ 897 1,725

7. △ 45 △ 47 1 △ 54

28,801 27.1 31,886 28.9 △ 3,084 △ 9.7 31,631 29.6

Ⅱ．固    定    資    産

1.

(1) 建 物 及 び 構 築 物 17,219 17,550 △ 330 17,291

(2) 機械装置及び運搬具 8,633 8,986 △ 352 8,292

(3) 販 売 機 器 19,650 18,066 1,583 18,836

(4) 土 地 16,565 16,664 △ 99 16,664

(5) そ の 他 749 1,072 △ 322 783

62,818 59.2 62,340 56.5 478 0.8 61,869 57.8

2. 3,046 2.9 3,011 2.7 35 1.2 2,855 2.7

3.

(1) 投 資 有 価 証 券 6,327 6,954 △ 627 6,323

(2) 長 期 貸 付 金 415 424 △ 9 390

(3) 前 払 年 金 費 用 919 - 919 -

(4) 繰 延 税 金 資 産 420 2,400 △ 1,979 466

(5) そ の 他 3,669 3,638 30 3,722

(6) 貸 倒 引 当 金 △ 303 △ 285 △ 18 △ 298

11,448 10.8 13,133 11.9 △ 1,684 △ 12.8 10,603 9.9

77,313 72.9 78,484 71.1 △ 1,171 △ 1.5 75,328 70.4

106,115 100.0 110,371 100.0 △ 4,255 △ 3.9 106,959 100.0

期   別

科   目
金    額金     額

（参   考）
平成17年12月期
(平成17年12月31日現在)

平成17年12月期
第１四半期

(平成17年 3月31日現在)

金     額

増    減

金     額

投 資 そ の 他 の 資 産

た な 卸 資 産

未 収 入 金

現 金 及 び 預 金

受 取 手形 及 び売 掛金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

平成18年12月期
第１四半期

(平成18年 3月31日現在)

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

( 資 産 の 部 )

有 形 固 定 資 産 合 計

そ の 他

繰 延 税 金 資 産
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 (単位：百万円未満切捨)

構成比 構成比 増減率 構成比

％ ％ ％ ％

Ⅰ．流    動    負    債

1. 2,963 2,398 564 2,573

2. - 2,030 △ 2,030 -

3. 3,000 2,000 1,000 2,000

4. 8,308 9,487 △ 1,178 8,433

5. 48 61 △ 13 165

6. 263 379 △ 115 544

7. 1,858 1,848 9 2,078

16,442 15.5 18,205 16.5 △ 1,763 △ 9.7 15,795 14.8

Ⅱ．固    定    負    債

1. 40 - 40 180

2. 1,457 3,968 △ 2,511 1,535

3. 134 77 56 133

4. 34 17 17 29

5. 4 10 △ 6 6

6. 1,015 1,855 △ 840 1,030

2,686 2.5 5,929 5.4 △ 3,243 △ 54.7 2,915 2.7

19,128 18.0 24,135 21.9 △ 5,006 △ 20.7 18,710 17.5

Ⅰ． 6,499 6.1 6,499 5.8 - - 6,499 6.1

Ⅱ． 24,819 23.4 24,819 22.5 - - 24,819 23.2

Ⅲ． 54,820 51.7 54,574 49.4 245 0.5 56,194 52.5

Ⅳ． 1,050 1.0 506 0.5 543 107.1 931 0.9

Ⅴ． △ 202 △ 0.2 △ 164 △ 0.1 △ 37 22.9 △ 196 △ 0.2

86,987 82.0 86,236 78.1 751 0.9 88,249 82.5

106,115 100.0 110,371 100.0 △ 4,255 △ 3.9 106,959 100.0

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

期   別

科   目

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

( 資 本 の 部 )

資 本 金

役 員 退 職 引 当 金

執 行 役員 退 職引 当金

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

そ の 他

流 動 負 債 合 計

( 負 債 の 部 )

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金及 び 未払 費用

コマーシャル・ぺーパー

平成18年12月期
第１四半期

(平成18年 3月31日現在)

（参   考）
平成17年12月期
(平成17年12月31日現在)

金     額 金    額

増    減

金     額

平成17年12月期
第１四半期

(平成17年 3月31日現在)

金     額
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 ２.（要約）四半期連結損益計算書

 (単位：百万円未満切捨)

Ⅰ． 40,493 44,357 △ △ 203,155

Ⅱ． 23,129 24,164 △ △ 119,078

17,364 20,193 △ △ 84,077

Ⅲ． 17,671 19,986 △ △ 77,793

△ 306 206 △ 6,283

Ⅳ． 55 63 △ △ 479

Ⅴ． 133 79 735

△ 384 190 △ 6,027

Ⅵ． 17 6 381

Ⅶ． 397 891 △ △ 2,989

△      764 △      694 △ 3,418

26 16 266

△      291 △      352 1,084

△      499 △      359 △ 2,068

 (単位：百万円未満切捨)

Ⅰ． 40,493 41,110 △ △ 203,155

Ⅱ． 23,129 23,676 △ △ 119,078

17,364 17,433 △ △ 84,077

Ⅲ． 17,671 17,227 77,793

△ 306 206 △ 6,283

Ⅳ． 55 63 △ △ 479

Ⅴ． 133 79 735

△ 384 190 △ 6,027

Ⅵ． 17 6 381

Ⅶ． 397 891 △ △ 2,989

△      764 △      694 △ 3,418

26 16 266

△      291 △      352 1,084

△      499 △      359 △ 2,068四半期純損失（△）又は当期純利益   139 -

   60

法人 税、住民税及 び事業税 -9

法 人 税 等 調 整 額 -

特 別 損 失 493 55.4

税金等調整前四半期純損失（△）
又は税金等調整前当期純利益 69 -

営 業 外 収 益 8 13.1

特 別 利 益 10 177.0

66.4

-

売 上 総 利 益 69 0.4

営業損失（△）又は営業利益 512 -

(自 平成17年 1月 1日
( 至 平成17年12月31日)

金      額 金      額 金     額 増減率 金      額

（参   考）
平成17年12月期(当第１四半期と同等

（処理を適用した場合)

平成17年12月期
第１四半期平成18年12月期

第１四半期
増   減

(自 平成18年 1月 1日
( 至 平成18年 3月31日)

(自 平成17年 1月 1日
( 至 平成17年 3月31日)

％

616 1.5

2.3

1,035

14.0

販 売 費 及 び一 般 管 理 費 443 2.6

科   目

期   別

売 上 高

売 上 原 価 547

10

493

69 -

科   目

-

177.0

55.4

11.6

-

53

574

期   別
平成18年12月期
第１四半期

(自 平成18年 1月 1日
   至 平成18年 3月31日）

-

   60

  139

（参   考）
平成17年12月期
(自 平成17年 1月 1日
   至 平成17年12月31日）

-

-

9

512

8

2,828

平成17年12月期
第１四半期

(自 平成17年 1月 1日
   至 平成17年 3月31日）

増   減

66.4

％

8.7

4.3

13.1

2,315

増減率

3,863

金      額 金      額 金      額金     額

法人 税、住民税及 び事業税

四半期純損失（△）又は当期純利益

法 人 税 等 調 整 額

税金等調整前四半期純損失（△）
又は税金等調整前当期純利益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び一 般 管 理 費

営業損失（△）又は営業利益

経常損失（△）又は経常利益

営 業 外 費 用 53

574

経常損失（△）又は経常利益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

当グループは、前連結会計年度の下期において会計処理の変更を実施しており、前第１四半期において当第１四半期と同等処理を適
用した場合の四半期連結損益計算書は次の通りとなります。

（補足）
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 ３.四半期連結剰余金計算書

 (単位：百万円未満切捨)

Ⅰ． （ 24,819 ） （ 24,819 ） （ ） （ 24,819 ）

Ⅱ． （ 24,819 ） （ 24,819 ） （ ） （ 24,819 ）

Ⅰ． （ 56,194 ） （ 55,787 ） （ ） （ 55,787 ）

Ⅱ． （ -） （ -） （ ） （ 2,068 ）

- - 2,068

Ⅲ． （ 1,373 ） （ 1,212 ） （ ） （ 1,661 ）

1. 807 808 1,616

2. 66 45 45

3.      499      359 -

Ⅳ． （ 54,820 ） （ 54,574 ） （ ） （ 56,194 ）

406

-

160

△

四 半 期 純 損 失

21

0

利益剰余金四半期末(期末)残高

資本剰余金四半期末(期末)残高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

金      額金      額 金      額

（参   考）
平成17年12月期
(自 平成17年 1月 1日
   至 平成17年12月31日）

平成17年12月期
第１四半期

(自 平成17年 1月 1日
   至 平成17年 3月31日）

増   減

-

    139

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

-

配 当 金

役 員 賞 与

利 益 剰 余 金 減 少 高

科   目

平成18年12月期
第１四半期

(自 平成18年 1月 1日
   至 平成18年 3月31日）

期   別

金      額

245

当 期 純 利 益 -
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 ４.（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

 (単位：百万円未満切捨)

Ⅰ．

1. △ 764 △ 694 3,418

2. 2,578 2,561 11,822

3. △ 78 △ 430 △ 2,863

4. △ 919 - -

5. 5 △ 15 53

6. △ 12 △ 14 △ 51

7. 0 0 1

8. 8 279 961

9. △ 2 - △ 233

10. 138 158 689

11. 2,251 2,590 △ 74

12. 763 2,148 1,380

13. 390 △ 2,415 △ 2,241

14. △ 1,751 △ 2,813 △ 69

15. △ 66 △ 80 △ 80

16. 212 △ 43 △ 609

2,754 1,229 12,105

17. 180 14 51

18. △ 2 △ 0 △ 1

19. △ 6 △ 145 △ 985

20. △ 110 △ 870 △ 1,125

2,815 228 10,044

Ⅱ．

1. △ 3,070 △ 4,164 △ 14,123

2. △ 344 △ 630 △ 1,109

3. △ 1 △ 26 △ 94

4. 16 65 2,696

△ 3,400 △ 4,756 △ 12,630

Ⅲ．

1. - 2,000 -

2. - △ 10 △ 41

3. 1,000 2,000 2,000

4. △ 6 △ 4 △ 35

5. △ 807 △ 808 △ 1,616

186 3,176 306

Ⅳ． △ 399 △ 1,351 △ 2,279

Ⅴ． 4,310 6,590 6,590

Ⅵ． 3,911 5,238 4,310

前 払 年 金 費 用 の 増 加 額

有形固定資産の取 得による支出

無形固定資産の取 得による支出

現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高

配 当 金 の 支 払 額

財務活動によるキャッシュ・フロー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額

コマーシャル・ペーパーの純増額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出

そ の 他

長 期 借 入 金 返 済 に よ る 支 出

投資活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 増 額

投資有価証券の取 得による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

その他資産・負債の増加・減少額

役 員 賞 与 の 支 払 額

そ の 他

小          計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

特 別 退 職 金 の 支 払 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産除売却損 益（△利益）

売上債権の減少額 （△増加額）

た な 卸 資 産 の 減 少 額

仕入債務の増加額 （△減少額）

法 人 税 等 の 支 払 額

 平成18年12月期
第１四半期

(自 平成18年 1月 1日
   至 平成18年 3月31日）

（参   考）
平成17年12月期
(自 平成17年 1月 1日
   至 平成17年12月31日）科   目

 平成17年12月期
第１四半期

(自 平成17年 1月 1日
   至 平成17年 3月31日）

期   別

投資有価証券売却損益（△利益）

営業活動によるキャッシュ・フロー

役員退職引当金の増加額（△減少額）

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

支 払 利 息

特 別 退 職 金

税金等調整前四半期純損失（△）
又 は 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額


